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１． 外国人労働者の状況 

＜表１＞ 

 
 

 表 1 は令和元年 10 月末から令和 5 年 10 月末までの在日外国人労働者数の推移表であ

る。令和 5 年 10 月末の外国人労働者総数は 205 万人。新型コロナ禍直前の令和元年 10

月末と比べると 23%、39 万人増加している。内訳を見ると技術・人文知識・国際業務が

11 万人増加、特定技能が 14 万人増加、技能実習が 3 万人増加、永住者が 6 万人増加して

いる。一方留学生は同じく令和元年 10 月比で 4 万人減少しているが、前年の令和 4 年 10

月末からは 1 万人強増加しており、新型コロナ禍期に落ち込んだ分の回復途上にあると

言える。増加数が一番大きいのは特定技能であるが、この中には技能実習生からの移行も

一定数あるとみられる。永住者も同様。 

人手不足を背景にして外国人労働者数は一貫して増加しており、この傾向は今後も続

く。このような中、技能実習の現場が人材育成による国際貢献を目的とする建前と乖離し

ていること等を踏まえ、令和 4 年 12 月より出入国在留管理庁の「技能実習制度及び特定

技能制度の在り方に関する有識者会議」（以下、有識者会議）において議論がなされ、昨

年 12 月に最終的な方向感が示された。技能実習制度に代わって新たに労働人材を受け入

れる制度～育成就労制度～を制定し、特定技能制度に繋がる設計とする内容である。今回

はこの育成就労制度について現在判明している点を纏めてみた。 

 



２． 技能実習制度及び特定技能制度の在り方見直しに当たっての基本的な考え方 

 有識者会議において、次のような現状・問題点と見直しにあたっての三つの視点（ビジ

ョン）、四つの方向性、留意事項が示された。 

【現状・問題点】 

・地方や中小零細企業を中心に人手不足が深刻化し、外国人が我が国の経済社会の担い手

となっていること 

・国際的な人材獲得競争が激しさを増していること 

・現行の技能実習制度については、人材育成等の観点から原則として転籍ができないこと

や監理団体による監理・支援が十分でない場合があることなどが人権侵害や法違反の

背景・原因となっている旨指摘されていること 

 

【三つの視点（ビジョン）】 

① 外国人の人権が保護され、労働者としての権利性を高めること 

② 外国人がキャリアアップしつつ活躍できる分かりやすい仕組みを作ること 

③ 全ての人が安全安心に暮らすことができる外国人との共生社会の実現に－資するも

のとすることに重点を置くこと  

 

【四つの方向性】 

① 技能実習制度を人材確保と人材育成を目的とする新たな制度とするなど、実態に即し

た見直しとすること 

② 外国人材に我が国が選ばれるよう、技能・知識を段階的に向上させた上でその結果を

客観的に確認できる仕組みを設けることによりキャリアパスを明確化し、新たな制度

から特定技能制度へ円滑な移行を図ること 

③ 外国人の人権保護の観点から、一定の要件の下で本人の意向による転籍を認めるとと

もに、監理団体・登録支援機関・受入れ機関の要件厳格化や関－係機関の役割の明確

化等の措置を講じること 

④ 外国人材の日本語能力が段階的に向上する仕組みを設けることなどにより、外国人材

の受入れ環境を整備する取組とあいまって、外国人との共生社会の実現を目指すこと 

 

【留意事項】 

① 現行制度の利用者等への配慮 

 現行の技能実習制度及び特定技能制度は、技能実習生・特定技能外国人、監理団体、

登録支援機関、受入れ機関（実習実施者・特定技能所属機関）等の多くの利用者等が

いることから、その見直しによりこれらの者に無用な混乱や問題が生じないよう、ま

た、不当な不利益や悪影響を被る者が生じないようきめ細かな配慮をすること 

② 地方や中小零細企業への配慮 

国内の人手不足は、とりわけ地方や中小零細企業において深刻となっている。 

今回の見直しにより、新たな制度及び特定技能制度は、いずれも「人材確保を目的と

するもの」とすることから、特に地方や中小零細企業において人材確保が図られるよ

うに配慮すること 



 

 

３． 提言の内容 

以上を踏まえ、有識者会議は令和 5 年 11 月 30 日付で法務大臣あてに最終的な報告

書を提出。表 2 の提言を行った。 

＜表２＞ 

 
技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議 最終報告（概要）より 

 

これら提言内容の中で私が特に注目したいところは３点。育成就労制度を特定技能 1 号

に繋がるものとして就労に軸足を置いていること、転籍については従来の「虐待等やむを得

ない事情がある場合」に加え本人の意向による転籍を認めること、母国側の送出し機関の取

締りを強化すること、である。該当箇所を以下に改めて記す。 

（１）新たな制度及び特定技能制度の位置付けと両制度の関係性等 

• 現行の技能実習制度を発展的に解消し、人材確保と人材育成を目的とする新たな制度を

創設 

• 基本的に３年間の育成期間で、特定技能１号の水準の人材に育成 

• 特定技能制度は、適正化を図った上で現行制度を存続 

 

（２）新たな制度における転籍の在り方 

•「やむを得ない事情がある場合」の転籍の範囲を拡大・明確化し、手続を柔軟化 

• これに加え、以下を条件に本人の意向による転籍も認める 

▸ 同一機関での就労が１年超 

▸ 技能検定試験基礎級等、及び日本語能力Ａ１相当以上の試験(日本語能力試験Ｎ５等)



合格 

▸ 転籍先機関の適正性(転籍者数等) 

▸ 同一業務区分に限る 

• 監理団体・ハローワーク・技能実習機構等による転籍支援を実施 

 

（３）送出機関及び送出しの在り方 

• 二国間取決め(ＭＯＣ)により送出機関の取締りを強化 

• 送出機関・受入れ機関の情報の透明性を高め、送出国間の競争を促進するとともに、来

日後のミスマッチ等を防止 

• 支払手数料を抑え、外国人と受入れ機関が適切に分担する仕組みを導入 

 

（４）その他（新たな制度に向けて） 

• 政府は、人権侵害行為に対しては現行制度下でも可能な対処を迅速に行う 

• 政府は、移行期間を十分に確保するとともに丁寧な事前広報を行う 

• 現行制度の利用者等に不当な不利益を生じさせず、急激な変化を緩和するため、本人意

向の転籍要件に関する就労期間について、当分の間、分野によって１年を超える期間の

設定を認めるなど、必要な経過措置を設けることを検討 

 

４． 最後に 

「本人の意向による転籍」については、特に地方の中小零細事業者から人材が都市部に

流出するなどの懸念が表明され、「同一機関での就労が 1 年超」の要件を更に長くするな

どの要望があった模様。項番２【留意事項】にあるように、関係各所に不利益を生じない

ようにすること、地方や中小零細企業において人材確保が図られるように配慮すること、

等の観点もあって提言からある程度の変更はあり得るが、日本人と同じ社会の一員とし

て外国人材を受け入れる制度となっていくことを期待したい。 

以 上 


